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１．平成 25 年 3 月期第 3四半期の業績（平成 24年 4 月 1 日 ～ 平成 24 年 12 月 31 日） 
(1) 経営成績（累計）                       （％表示は対前年同四半期増減率）

 経 常 収 益 経 常 利 益 四 半 期 純 利 益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25 年 3月期第 3 四半期 1,624,183 △3.8 442,044 △1.6 280,837 8.2
24 年 3月期第 3 四半期 1,689,272 2.3 449,479 8.7 259,417 4.7

（注）「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

(2) 財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

  百万円  百万円 ％

25 年 3月期第 3 四半期 198,217,414 10,317,475 5.2
24 年 3月期 195,819,898 9,818,162 5.0

（参考）自己資本  25 年 3月期第 3四半期 10,317,475 百万円 24 年 3 月期 9,818,162 百万円 
（注１）「自己資本比率」は、「期末純資産の部合計」を「期末資産の部合計」で除して算出しております。 
（注２）「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成 25 年 2 月中旬に別途開示する予定であります。 

２．配当の状況 

 年間配当金 
 第 1 四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 合計 

 円  銭 円  銭 円  銭 円 銭 円 銭
24年 3月期 － － － 558 09 558 09

25 年 3月期 － － － 

３．平成 25 年 3 月期の業績予想(平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日) 
（％表示は対前期増減率） 

経 常 利 益 当期純利益 1 株当たり 
当期純利益 

百万円  ％ 百万円  ％ 円 銭

通   期 470,000 △18.4 300,000 △10.4 2,000 00

（注）当四半期における業績予想の修正有無 ：無

 1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1 株当たり四半期純利益（注）

 円   銭 円   銭

25 年 3月期第 3 四半期
24年 3月期第 3 四半期

1,872  24
1,729  45

－  －
－  －



※注記事項 
 (1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
  ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無 
  ② ①以外の会計方針の変更   ： 有 
  ③ 会計上の見積りの変更   ： 有 
  ④ 修正再表示    ： 無 

（注）「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第５条の４に該当する変更を行っております。 
詳細は、【添付資料】Ｐ.２「２．その他の情報(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧く
ださい。 

 (3) 発行済株式数（普通株式） 

期末発行済株式数 25 年 3月期第 3 四半期 150,000,000 株 24 年 3月期 150,000,000 株

  (4) 特記事項 
   当行の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成 19 年内閣府 
  令第 63 号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債並びに収益及び費用の分類は、｢銀行法施行規則｣ 
  （昭和 57 年大蔵省令第 10 号）に準拠しております。 

（※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示） 
この財務・業績の概況は、金融商品取引法に準じた四半期レビュー手続の対象外であり、この財務・業

績の概況の開示時点において、金融商品取引法に準じた財務計算に関する書類の四半期レビュー手続は終
了しておりません。 

（※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項） 
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当行が現時点で合理的であると判断する一定

の前提に基づいており、将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、予想と異なる可能性が
あることにご留意ください。 
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１．当四半期の業績等に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期累計期間の経常収益は、1兆 6,241 億円となりました。このうち、資金運用収益は、有価証

券利息配当金を中心に 1兆 4,193 億円となりました。また、役務取引等収益は、872 億円となりました。 

一方、経常費用は、1 兆 1,821 億円となりました。このうち、資金調達費用は、2,596 億円、営業経費は、

8,446 億円となりました。 

以上により、経常利益は 4,420 億円となり、四半期純利益は 2,808 億円となりました。 

(2) 財政状態に関する定性的情報 

当第３四半期会計期間末における総資産は、198 兆 2,174 億円となりました。 

主要勘定につきましては、有価証券は 167 兆 9,057 億円、貸出金は 3 兆 9,325 億円となりました。 

貯金残高は 176 兆 9,113 億円（未払利子を含む貯金残高は 177 兆 8,136 億円）となりました。このうち、

特別貯金に計上している独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構からの預り金（旧日本郵政公社に

おいて平成 19 年９月末までに預入された定額貯金等の郵便貯金）は 31 兆 1,647 億円です。 

純資産は、四半期純利益の計上等により株主資本が前事業年度末に比べ 1,971 億円増加、評価・換算差

額等が前事業年度末に比べ 3,021 億円増加し、10兆 3,174 億円となりました。このうち、利益剰余金は、1

兆 3,477 億円となりました。 

(3) 業績予想に関する定性的情報 

平成 25 年３月期の業績予想は、平成 24 年５月 15 日公表の予想数値から変更はありません。 

２．その他の情報 

 (1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 (2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

従来、有形固定資産の減価償却方法については、建物（建物附属設備を除く）を除いて、定率法を採用し

ておりましたが、当第１四半期会計期間の期初より、定額法に変更しております。 

この変更は、当行の親会社である日本郵政株式会社が、減価償却方法を定額法に変更することに伴い、 

親子会社間の会計方針を統一すること、また、設備・機器の使用と収益獲得の時期を踏まえ、費用収益の対

応を図り、減価償却費を均等に配分することを目的とするものです。 

なお、この変更による当第３四半期累計期間の損益への影響は軽微であります。 
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３．四半期財務諸表等 

 (1) 四半期貸借対照表 

（単位：百万円） 

前事業年度 
（平成 24 年３月 31 日） 

当第３四半期会計期間 
（平成 24 年 12 月 31 日） 

資産の部 

現金預け金 2,744,630 9,705,993

コールローン 1,206,290 1,741,553

債券貸借取引支払保証金 5,778,828 9,792,495

買入金銭債権 94,867 66,478

商品有価証券 216 87

金銭の信託 3,715,446 3,061,861

有価証券 175,953,292 167,905,784

貸出金 4,134,547 3,932,595

外国為替 2,630 2,440

その他資産 1,804,199 1,622,977

有形固定資産 160,171 158,357

無形固定資産 65,986 67,971

支払承諾見返 160,000 160,000

貸倒引当金 △ 1,210 △ 1,184

資産の部合計 195,819,898 198,217,414

負債の部 

貯金 175,635,370 176,911,326

債券貸借取引受入担保金 8,302,091 7,681,344

外国為替 152 187

その他負債 1,377,341 2,460,859

賞与引当金 5,185 1,322

退職給付引当金 135,982 139,338

役員退職慰労引当金 170 204

繰延税金負債 385,441 545,355

支払承諾 160,000 160,000

負債の部合計 186,001,735 187,899,938

純資産の部 

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 4,296,285 4,296,285

利益剰余金 1,150,595 1,347,718

株主資本合計 8,946,881 9,144,004

その他有価証券評価差額金 941,871 1,401,353

繰延ヘッジ損益 △ 70,589 △ 227,883

評価・換算差額等合計 871,281 1,173,470

純資産の部合計 9,818,162 10,317,475

負債及び純資産の部合計 195,819,898 198,217,414
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 (2) 四半期損益計算書 

【第３四半期累計期間】 

         （単位：百万円） 

 前第３四半期累計期間 
（自 平成 23 年４月１日 
至 平成 23 年 12 月 31 日）

当第３四半期累計期間 
（自 平成 24 年４月１日 
至 平成 24 年 12 月 31 日）

経常収益 1,689,272 1,624,183

資金運用収益 1,513,247 1,419,310

(うち貸出金利息) 36,102 33,213

(うち有価証券利息配当金) 1,468,794 1,374,879

役務取引等収益 86,074 87,273

その他業務収益 11,807 47,514

その他経常収益 78,143 70,084

経常費用 1,239,793 1,182,138

資金調達費用 247,989 259,655

(うち貯金利息) 204,951 205,065

役務取引等費用 18,238 20,299

その他業務費用 67,804 43,558

営業経費 879,325 844,624

その他経常費用 26,435 13,999

経常利益 449,479 442,044

特別損失 989 1,086

固定資産処分損 775 484

減損損失 214 100

グループ再編関連費用 － 501

税引前四半期純利益 448,489 440,958

法人税、住民税及び事業税 172,772 168,668

法人税等調整額 16,299 △ 8,547

法人税等合計 189,072 160,121

四半期純利益 259,417 280,837

 (3) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 (4) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 


